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〈研 究 ノー ト〉

個人営業世帯の貯蓄行動に

かんする若干の計測結果

神 田 祐 一

■ 1.は じ め に

個人営業世帯ないしは自営業世帯の貯蓄行動がその他の世帯とくらべて異
(1)

なっていることは米国等においても指摘 されてお り,我 国のばあいで も一般

業主 ・財産所得か らの貯蓄率が高 く,ま た個人貯蓄に占めるこれ ら所得か ら

の貯蓄割合がきわめて大 きいことがつとに篠原三代平教授等によって指摘さ
(2)

れている。

小論ではこの ような問題を背景 として,個 人営業世帯の貯蓄行動を全世帯

および勤労老世帯のそれ と比較 して若干の計測を行なった結果を提示す るも

のである。ただ しここで行なお うとす る ミクロ面か らの接近においてさえ,

従来勤労者世帯以外の世帯にかんす る関連データの欠如に よってこの問題の

分析は容易でなかったし,こ こに提示する計測結果もデータの信頼度に照 ら

してみて,大 まかな指標 とみなされるべ きである。さらにわれわれは ここに

提示する結果についてなん らの解釈 もくださないことにす る。その理由の 正

つぱ上にあげたデー一タ面か らの制約にもよるし,い ま1つ は個人営業世帯に

(1)LRKIeinandJ・Margo】is,"StatisticalStudiesofUnincorporated

Business,"RevieωofEconomicsαn4Statistics,XXXVII(Febrary,1954),や

M・Frjedman,ATheoryoftheConsumptionFunction,1957(宮 川 ・今 川 訳

「消 費 の 経 済 理 論 』,1961)を 参 照 の こ と 。

(2)篠 原 三 代 平,「 消 費 函 数 』,1958お よ び 川 口弘,「 非 農 家 個 人 業 主 貯 蓄 の 推 計 に

つ い て の 覚 書 」,『 経 済 学 季 報 」,第10巻,第1号(1960)。
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おけ る貯蓄行動 の企業家的側面 と家計的側面の両者を分離 して考察すること

が困難なことのためである。 この ような点に まで立入ったより詳細な分析は

今後の研究において進めてゆきたい と思 う。

計算は本学計算センター のOKITAC-5090Hを 使用 し,プ ログラム は

ALGOL-Hに よって作成 した。計算の実行過程においてはセンター職員の

小笠原昭氏をは じめ とする諸氏の助力をいただいた。また小論作成の過程に

おいて,本 学の戸島熈,松 田芳郎の両氏か ら貴重な コメン トを いただいた

が,そ れ らについては今後の研究において考慮 してゆきたい と思 う。

2.資 料

使用す る統計資料は,総 理府統計局 『昭和35・36年 貯蓄動 向調査報告』で

あ り,わ れおれは同書の年間所得階級別データに よって昭和35年 と36年 の ク

ロス ・セクショソに よる貯蓄函数を計測することができる。分析対象世帯は

1)全 世帯(総 理府統計局 「家計調査」の職業分類に おけ るすべての 職業の

いずれかに属する世帯),2)勤 労者世帯,3)個 人営業世帯(全 世帯か ら勤

労者世帯を除いた一般世帯 のうちの 「商人 ・職人」世帯)の 各世帯である。

これ らの世帯について貯蓄函数の計測を行なって比較 しようとい うのである

が,た だ しパラメターの有意差の統計的検定などは小論では行なわない。

さてこの 『昭和35・36年 貯蓄動向調査報告』の うち,使 用す る統計表に

つ い て若干の説明を行なってお く必要がある。 まず 昭和35年 の全世帯 と勤

労 者世帯については,同 書39頁 第7表 一Aの4種 の世帯について 計測を行

な うことがで きる。同 じく昭和35年 の個人営業世帯については69頁 第15表

の 「全国」 と 「毎月調査都市」の2つ の統計表を利用することができる。昭

和36年 について もほぼ同様である。 すなわち全世帯 と勤労者世帯について

は同書103頁 の第7表 一Aか ら4つ の統計表を利用することができるし,個

人営業世帯については151頁 第15表 の2つ の統計表(「 全国(A)」 お よび

◎
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(3)

「全国(B)」)を 利用することができる。 これ らの表か らは,そ れぞれ年間

所得(税 込み,以 下年間所得をYで 表わす),年 間流動性貯蓄純増減額(以

下 これをdLで 表わす),年 間実物投資金額(粗 投資額,耐 久消費財は含ま

ない。個人営業世帯については流動性貯蓄純増減額 と同 じように事業用 ・家

計用をあわせたもの。また個人営業世帯については在庫投資は含 まないげ以
くり

下 これをdKで 表 わ す)の 計数 を 得 る こ とが で き る。 またdLとdKを 単 純

に 加 え て 貯 蓄 額 と した 計数 も示 されてい る(以 下 これ をSで 表 わ す 。S==・

dL+dKで あ る)。

以 上 の 諸 計 数 は,前 述 の ごと く,各 分 析対 象 世 帯 につ き年 間 所 得階級 別に

表示 されてい るのであ るが,こ れ らの計 数 の 平均 値 を表1,表2と して示 し

て お く。(表1の 数 値 は 前 掲書 の39-40頁 と69-70頁 か ら 引 用 した もので

あ り,表2の 数 値 は 同 じ く103-104頁 と151-一・152頁 か ら 引用 した もので あ

る。)

表1昭 和35年 の 基礎 デ ー タ

全 国一全 世 帯

全国一勤労者世帯

毎月調査都市一
全 世 帯

毎月調査都市一
勤労者世帯

個人営業世帯一
全 国

個人営業世帯一
毎月調査都市

鯉譲

3,920

2,501

2,332

1,553

1,112

582

Y

円

453,051

448,138

51S,977

498,003

447,691

523,338

兀

円

53,195

45.246

60,419

51,052

61,341

丞

円

34,282

31,613

40,704

38,592

77,595

百

円

87,477

76,859

101,123

89,644

138,936

71,16892,760163,928

ZL/

/マ

%

11。7

10.1

11.7

10.3

13.7

13.6

丞/
/y

%

6乞

7.1

7.9

7.7

17.3

17.7

∠

Y

【S
/

%

19.3

17.2

19.6

18。0

31.0

31.3

(3)調 査世帯や 集計 の概要 につい ては報告pp・1-2を 参照 の こと。

(4)個 人営 業世帯 につ いて家計 用 と事業用 にJLやdKを わけ た数 値は平均 値につ

いて しか得 られ ない。Sに つ いて も同様 であ る。
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表2昭 和36年 の基 礎 デ ー タ

全 国一全 世 帯

全国一勤勇者世帯

毎月調査都市一
全 世 帯

毎月調査都市一勤
労者世帯

個人営業世帯一
全国(A)

個人営業世帯一
全国(B)

醜姦

4,837

マ

円

572,841

3,083547.158

3,333

2,223

1,383

1,383

602,299

589,082

575,066

575,066

π

円

72,094

70.734

74,363

75,424

69,874

67,952

丞

円

43,672

36.668

38,136

35,988

105,824

105,824

一
S

円

115,766

107.402

112,499

111,412

175,698

173,776

兀/
/マ
%

12.6

12.9

12.3

12.8

12.2

11.8

丞/
/マ

%

67

6.7

6.4

6.1

18.4

18.4・

∠

Y

喜
/

%

20.2

19.6・

18.ケ

18.9

30.6

30.2

3.モ デ ノレ

モ デルは分析対象世帯 全部に共通 して,つ ぎの2つ の もの を使 用 す る。

(1)AL一 αi+βIY

(2)dK-a2+β2Y

この両 式 を(世 帯 数 で 加 重 した)最 小 自乗 法 に よって推 定 す る。(1)と(2)と か

ら

(3)S一 α+βY(α==α1+α2,β 一・β,+β2)

がみ ち びか れ,(1)と(2)を 推 定 す れ ば(3)の パ ラ メ ター が 明 らか とな る。 け れ ど

も適合度 をみ るため もあ って,(3)を も別個 に 推 定 す る こ とに した。

4.計 測 結 果

表3と 表4は 昭 和35年 に つ い て そ れ ぞれ(1)お よび(2)を 計 測 した結 果 で あ

り,表5と 表6は 昭 和36年 に つ い て(1)と(2)を 計 測 した結 果 で あ る。 表7と

表8は そ れ ぞれ 昭 和35年 と昭 和36年 に つ い て(3)を 計測 した結 果 で あ る。決
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定係数R2は 自由度修正済みのものである。 また各表の最後の列に示 してあ
(5s

る弾力性 は平均所 得にたいす る弾力性 であ る。

表3dL・=rZi+βIY(昭 和35年)

〈

受1
(σ ω1)

〈
β1
〈
(σ β1)

豆2

[

弾 力 性

全 国一全 世 帯
一19489

(7933)

.1604
(.Ol33)

.9995 1.37

全 国一勤労者世帯
一44512

(21322)

.2025
(.0406)

.9977 2.00

毎月調査都市一全 世 帯
一25055

(6987)

.1657
(.0102)

.9997 1.42

毎月調査都市一勤労者世帯
_618231 。2267

(35371)i(.0614)
.9938 2.20

個人営業世帯一全 国
4506

(26417)

個入営業世帯一毎月調査都市
1130
(29433)

.1268
(.0418)

.9955 .93

.1130
(.0390)

.9948 .83

表4AK=・ α2+β2Y(昭 和35年)

窃
(〈σω2)

全 国一全 世 帯
6903

(8672)

全 国一勤 労 者 世 帯

毎月調査都市一全 世 帯

毎月調査都市一勤労者世帯

個人営業世帯一全 国

個人営業世帯一毎月調査都市

一11178

(9949)

53493

(11542)

ム
β2
ム
(σ β2)

豆2

.0604

(.0145)1
.5576

.0955

(.0188)

.0685
(.0169)

構)1(:611i)
30318
(30337)

36174
(46158)

.1056
(.0480)

.1081
(,0611)

.6518

,5440

.6812

.2280

.1406

弾 力 性

.48

.74

.56

.93

.87

.92

(5)こ れ らの表 に 示 され てい る パ ラメター推 定値 と 「昭和35・36年 貯蓄動 向調 査

報 告」 の中の 参考 表1(9-10頁)の 推定値 とは異 な ってい るが,同 報告 の推定 値

は最 高所得 層を除外 して 求め た ものであ るこ と等 の理 由に よって,わ れ われ の求

めた推定値 とは異 な るのが 当然 で あ ると思われ る。
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表5dL一 αi+βIY(昭 和36年)

全 国一全 世 帯

全 国一勤 労者 世 帯

毎月調査都市一全 世 帯

毎月調査都市一勤労者世 帯

個人営業世帯一全 国(A)

個人営業世帯一全 国(B)

命

(7。,)

一5096

(10056)

一41802

(9679)

一13381

(7896)

一一59486

(11299)

24817

(26578)

31592
(26376)

盆

(?β1)

.1372

(.0130)

.2057
(.0149)

.1467

(。OlO4)

.2273
(.Ol59)

.0784

(.0328)

.0677
(.0325)

lR2

.9994

.9996

.9996

.9994

.9967

.9975

弾 力 性

1.81

2.90

1.86

2.95

.45

.38

表6dK・=α2+β2Y(昭 和36年)

全 国一全 世 帯

全 国一勤 労者 世 帯

毎月調査都市一全 世 帯

毎月調査都市一勤労者世帯

個人営業世帯一全 国(A)

個人営業世帯一全 国(B)

灸

(〈σα2)

一9866

(7724)

5488
(13463)

5513
(11737)

8690

(11165)

ム
β2

ム
(σ β2)

.1071
(.0100)

.0570
(.0206)

.0691
(.0154)

.0475
(.0157)

226231 .1447

(1876・)1(・ ・231)

22623
(18760)

.1447
(.0231)

R2

.8966

.3351

.5939

.3846

.7454

.7454

弾 力 性

1.4・1

.85

1.08

.78

.79

.79



個人営業世帯の貯蓄行動にかんする若干の計測結果(神 田)

表7S・ ・rx+βY(昭 和35年)

一207一

全 国一全 世 帯

全 国一勤 労 者 世 帯

毎月調査都市一全 世 帯

毎月調査都市一勤 労者世帯

個人営業世帯一全 国

個人営業世帯一毎月調査都市

含

(〈σω)

一12586

(13461)

一55690

(21725)

一19706

(13894)

一82555

(36386)

34834
(50733)

48183

(63165)

ム

β

ム
(σ β)

.2209
(.0225)

.2980
(.0414)

.2342
(.0203)

.3458
(.0631)

.2323
(.0803)

.2212
(.0837)

R2

.8801

.7961

.9104

.6904

.3619

.3153

弾 力 性

1.14

1、73

1.19

1.92

.75

.71

表8S=・ α+βY(昭 和36年)

全 国一全 世 帯

全 国一勤 労 者 世 帯

毎月調査都市一全 世 帯

毎月調査都市一勤 労者世帯

個人営業世帯一全 国(A)

個人営業世帯一全 国(B)

㊧

(〈σω)

一14961

(12569)

一36313

(10593)

一7879

(14058)

一50796

(6423)

47470
(31716)

54214

(31651)

ム

β
ム
(び β)

.2443
(.0163)

.2627
(.0163)

.2159

(.0185)

.2747
(.0090)

.2230

(.0391)

.2124

(.0391)

R2

.9448

.9521

.9122

.9861

.7077

.6873

弾 力 性

1.21

1.34

1.15

1.45

.73

。70




